
いわて環境の森整備事業 モニタリング調査

令和６年度混交林誘導伐調査報告

岩手県林業技術センター 研究部

1. 調査の背景・目的

2. 調査箇所と調査方法

（1）調査箇所の概況と位置

設置・ 

間伐年度 
地区名 所在地 植栽樹種 

間伐時 

林齢 
調査区数 

H19 赤沢 紫波町赤沢 スギ 49 年 1 

H19 達曽部 遠野市宮守町達曽部 スギ 26 年 3 

H19 玉崎 奥州市江刺区玉里 ヒノキ 33 年 2 

H20 夏井 久慈市夏井町 アカマツ 42 年 1 

H20 野黒沢 二戸市浄法寺町 カラマツ 43 年 1 

H20 根白 大船渡市三陸町吉浜 スギ 43 年 1 

H21 拝峠 花巻市東和町石鳩岡 スギ 25 年 1 

H21 川目 釜石市川目 スギ 31 年 1 

表-1 モニタリング調査地一覧 

調査結果の概要

１ 8 地区に 11 調査区を設置し、平成 28 年度（間伐 7～9 年後）まで毎年、植栽木の成長、光環境の

変化、下層植生の変化を測定した。その後は、調査区を抽出して調査を継続してきた。

２ 令和６年度は、根白、夏井及び野黒沢の３地区（３調査区）で、間伐 16 年後の全３項目の調査を

実施した。

３ ３地区は、平成 20 年度に間伐が実施されており、樹種は、スギ、アカマツ及びカラマツ、間伐当

時の林齢 42～43 年生、本数間伐率 43.0～54.2％、材積間伐率 29.5～39.8％であった。 
４ 植栽木（間伐残存木）は、間伐後も樹高、胸高直径が増加していた。

５ 植栽木以外の木本種の密度は間伐前と比べると地区によって異なったが、間伐 16 年後に２地区で

広葉樹成木密度の大きな増加がみられ、間伐の効果と考えられた。

６ 林内の光環境は間伐 1～2 年後までに改善したが、間伐 16 年後には間伐前に近い値となった。 
７ 間伐 16 年後の植栽木について相対幹距比など密度管理指標を算出したところ、適正な範囲を維持

している調査区はわずかであった。

８ 階層構造の変化をみると、２地区では間伐 16 年後には亜高木層の増加など、間伐の効果と考え

られる階層構造の変化が確認された。

図-1 いわて環境の森整備事業の内容とモニタリング調査の目的

図-2 モニタリング調査位置図
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（2）調査方法 
調査木の区分（図-3 左）ごとに異なる面積の調査区を設けている。令和６年度は根白、夏井および

野黒沢の３地区において(1)上層木調査(植栽木等の毎木調査)、(2)下層植生調査、(3)光環境調査を行っ

た(図-3 右)。調査結果から、密度管理指標として収量比数※1、相対幹距比※2、および樹冠長率※3を算

出した。 

 
3. 調査結果 
（1）全調査区の概況 

 

調査木の区分 調査方法
(2)下層植生調査

（10ｍ×10ｍ）

木本種（幼木）

(3)光環境の調査

相対光量子束密度

開空度

(1)上層木調査
（20ｍ×25ｍ）

植栽木の密度
全植物の植被率

(2)下層植生調査
（2ｍ×2ｍ）

木本種（稚樹）

木本種（成木）

図-3 調査方法の概要と調査木の大きさによる区分 

針葉樹 広葉樹

植栽木 成木 幼木 稚樹 実生

胸高直径：5㎝以上
胸高直径：5㎝m未満

樹高：2ｍ以上

樹高：２ｍ未満

0.3m以上
樹高：0.3ｍ未満

全ての

植物種

植生

５㎝以上 ５㎝未満

2.0m

0.3m

※1
収量比数：植栽木間の成長競争により劣勢木が自然に枯死する最も混んだ状態を１とし、それに対してどの程

度空いているかを 0～1 の範囲で示したもの。上層木の平均樹高と 1ha 当たりの本数から算出する。

一般に収量比数が 0.8 以上で混みすぎ、0.6 以下で空きすぎとされる。 
※2

相対幹距比：相対幹距比（%）＝10,000/（平均樹高×√（ha 当たりの本数））の式で算出する。相対幹距比が

小さくなると密、大きくなると疎となり、17～22%ぐらいが適切な密度とされる。 
※3

樹冠長率：樹冠長率（%）＝（樹高－枝下高）／樹高の式で算出する。気象災害に対して安全性の高い林分を長

く維持していくためには、樹冠長率を 40 から 60％の間で管理することが望ましいとされる。 

表-2 各調査区における間伐当時の概況 

＊ 太枠が今年度の調査地 

調査区名 植栽樹種
伐採時
林齢

本数
間伐率

材積
間伐率

胸高断面積
間伐率

年 間伐前 間伐後 ％ ％ ％ 間伐前 間伐後 間伐前 間伐後 間伐前 間伐後

19 赤沢 スギ 49 1,000 540 46.0 32.3 33.2 22.6 23.8 28.0 31.4 0.75 0.55

19 達曽部① スギ 26 2,700 1,560 42.2 21.1 23.7 14.6 16.2 16.5 19.4 0.88 0.73

19 達曽部② スギ 26 2,360 1,360 42.4 22.6 20.1 13.8 15.3 15.8 19.2 0.80 0.65

19 達曽部③ スギ 26 2,160 1,280 40.7 21.7 19.1 13.6 14.8 16.2 19.1 0.75 0.61

20 根白 スギ 43 1,580 900 43.0 34.5 35.4 17.4 17.9 23.4 25.3 0.78 0.58

21 拝峠 スギ 25 2,160 1,220 43.5 19.6 25.1 16.6 18.1 19.7 23.2 0.87 0.70

21 川目 スギ 31 2,240 1,140 49.1 23.5 27.0 18.7 20.2 21.0 25.5 0.93 0.74

19 玉崎① ヒノキ 33 1,600 800 50.0 37.5 37.4 15.5 16.6 22.0 24.3 － －

19 玉崎② ヒノキ 33 2,080 960 53.8 38.3 35.8 15.1 16.2 18.5 21.1 － －

20 夏井 アカマツ 42 1,940 1,080 44.3 29.5 27.1 16.0 16.2 18.0 20.4 0.89 0.79

20 野黒沢 カラマツ 43 1,180 540 54.2 39.8 37.4 18.3 18.8 22.4 26.7 0.81 0.58

収量比数間伐
年度

立木本数
本/ha

平均樹高
ｍ

平均直径
ｃｍ
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（2）３地区における間伐 16 年後までの状況

① 植栽木の成長

間伐前（Ｈ20 年）から間伐 16 年後（R6）までの植栽木（残存木）の平均樹高、平均胸高直径及

び材積を示した(図-4)。平均樹高、平均胸高直径及び材積とも、年々増加していた。平均樹高は、

間伐直後（H21）の約 1.28（1.17～1.35）倍になっていた。平均胸高直径も間伐直後（H21）の約

1.25（1.18～1.31）倍になっていた。 

図-4 根白、夏井、野黒沢地区における植栽木（間伐残存木）の成長 

樹高 

胸高直径 
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②植栽木以外の木本種本数の変化 
３地区における間伐前（H20）、間伐 1 年後（H21）、間伐 5 年後（H25）、間伐 7 年後（H27）、間伐

16 年後（R6）の植栽木以外の木本種の密度変化を図‐5 に示した。 
植栽木以外の木本種の密度は間伐前と比べると、地区によって異なる傾向があった。伐採前に木本種

の密度が比較的高かった夏井及び野黒沢地区では、間伐５後までは増加傾向だったが、それ以降が減少

傾向となった。間伐 16 年後には、木本種の密度が間伐前程度に減少していたが、広葉樹成木について

みると、間伐前の 2～13 倍と増加しており、間伐の効果と考えられた。 
伐採前に木本種の密度が低かった根白地区では、間伐 16 年後でも、間伐前より密度が高いことが確

認された。 
 
 
 

  

図-5 ３地区における植栽木以外の木本種本数の変化 

調
査
木
の
サ
イ
ズ
区
分 

根白 

夏井 

野黒沢 
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③ 下層植生の植被率

３地区における間伐前（H20）から間伐 16 年後（R6）までの下層植生の植被率を図-6 に示し

た。植被率の変化は、地区によって異なる傾向があった。

夏井及びの野黒沢地区では、間伐後植被率が増加し、概ね数年後にはピークを迎え、その後は、

減少傾向に転じていた。一方、根白地区では、植被率が全体的に低い傾向がみられたが、シカによ

る食害の影響と考えられる。

④ 林内の光環境

３地区における間伐前（H20）から間伐 16 年後（R6）までの相対光量子束密度を図-7 に示し

た。どの調査区でも、間伐 1～2 年後までに林内の光環境が改善した。下層植生が比較的多かった

夏井及び野黒沢地区では、相対光量子束密度の低下が早かったが、下層植生の少ない根白地区で

は、徐々に低下していた。間伐 16 年後では、どの地区でも間伐前と同様の値となっていた。 

図-6 根白、夏井、野黒沢地区おける下層植生の植被率の変化

図-7 根白、夏井、野黒沢地区における相対光量子束密度の変化

※6
相対光量子束密度：植物が光合成で利用する光の波長領域をセンサーにより測定した値が光量子束密度で、相対光

量子束密度は林外で測定した値に対する林内で測定した値の割合を示し、林内の明るさの指標

となる。測定は地上 1.2m の高さで実施した。 
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⑤ 密度管理指標の算出 
３地区における間伐前（H20）から間伐 16 年後（R6）までの植栽木（残存木）の相対幹距比の

変化を図-8 に示した。 
夏井及び野黒沢地区では、間伐１年後には、相対幹距比が改善されたが、その後は、徐々に値が

低下傾向となった。間伐 16 年後では、喪黒沢地区で適正値を維持していた。 
樹冠長率は、どの地区でも間伐 10 年後までは、適正な値の範囲であったが、間伐 16 年後では、

適正値を維持しているのは３地区中１調査区のみであった。 
 
 

  

図-8 根白、夏井、野黒沢地区における植栽木（間伐残存木）の相対幹距比と樹幹長率の変化 

相対幹距比 

樹幹長率 

＊ 赤点線が適正密度の目安 

＊ 赤点線が適正割合の目安 
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⑥ 林分構造の変化 
３地区における間伐前（H20）、間伐 5 年後（H25）、間伐 9～10 年後（H29～30）、間伐 16 年後

（R5）の階層構造の変化を図-9 に示した。 
夏井地区及び野黒沢地区では、間伐 16 年後には間伐前と比べ、下層の広葉樹が成長して亜高木層

の増加など、間伐の効果と考えられる階層構造に変化が確認された。 
一方、根白地区では、大きな構造変化はみられなかった。これは、現地でも食痕などからシカの食

害によるものと考えられた。 
 

 

図-9 根白、夏井、野黒沢地区における階層構造の変化 

夏井 

野黒沢 

根白 

7



間伐前

(H21)

間伐1年後

(H22)

間伐3年後

(H24)

川目地区

スギ

間伐5年後

(H26)

間伐7年後

(H28)

間伐9年後

(H30)

拝峠地区

スギ

間伐10年後

(R1)

間伐11年後

(R2)

間伐12年後

(R3)

間伐13年後

(R4)

間伐14年後

(R5)

間伐15年後

(R6)

8



間
伐
前

（
H
2
0
）

間
伐
1
年
後

（
H
2
1)

根白地区 野黒沢地区
夏井地区

アカマツ

間
伐
3
年
後

(

H
2
3)

間
伐
5
年
後

(

H
2
5)

間
伐
7
年
後

(

H
2
7
）

間
伐
1
0
年
後

(

H
3
0
）

間
伐
9
年
後

(

H
2
9
）

※ 20×25

間
伐
1
1
年
後

(

R
1
）

間
伐
1
2
年
後

(

R
2
）

間
伐
1
3
年
後

(

R
3
）

間
伐
1
4
年
後

(

R
4
）

間
伐
1
5
年
後

(

R
5
）

間
伐
1
6
年
後

(

R
6
）

9



間
伐
前

（
H
1
9
）

間
伐
1
年
後

（
H
2
0)

赤沢地区 玉崎１地区達曽部２地区

間
伐
3
年
後

(

H
2
2)

間
伐
5
年
後

(

H
2
4)

間
伐
7
年
後

(

H
2
6
）

間
伐
9
年
後

(

H
2
8
）

間
伐
1
3
年
後

(

R
2
）

間
伐
1
2
年
後

(

R
1
）

間
伐
1
1
年
後

(

H
3
0
）

間
伐
1
4
年
後

(

R
3
）

間
伐
1
5
年
後

(

R
4
）

間
伐
1
6
年
後

(

R
5
）

間
伐
1
7
年
後

(

R
6
）

10



1 
 

 
いわて環境の森整備事業 モニタリング調査 

令和６年度アカマツ広葉樹林化調査報告 
 

岩手県林業技術センター 研究部 
 
1. 調査の背景・目的 

「いわての森林づくり県民税」を活用して森林の森林整備を行う「いわて環境の森整備事業」の第

３期（平成 28 年度）から、アカマツ林において松くい虫被害木を含む全てのマツを伐採することに

より、広葉樹林への天然更新を促進することを目的とした「アカマツ林広葉樹林化事業」が実施され

ている。 
この事業の施工後の広葉樹林化について、モニタリング調査の必要性が事業評価委員会において提

示されたことから、林業振興課からの依頼により令和６年度から当センターで調査を開始したもので

ある。 
「アカマツ広葉樹林化モニタリング調査」は、事業で実施しているアカマツ伐採地において、伐採

後の広葉樹生育状況の経年変化について定点調査区設置して実施するものである。 
 
2. 調査箇所と調査方法 
（1）調査区 

令和６年度、主に本事業が実施されている県央以南の３地区に設定した（図‐１、表‐１）。 
 
（2）調査方法 

① 上層木の調査 
調査は、伐採前に行った。林内に 20ｍ×25ｍの調査区を設け、調査区内のアカマツ及び、胸

高直径 5 ㎝以上の広葉樹（以下、成木）の胸高直径、樹高、生枝下高の計測と被圧木、折損

木、枯死木の本数を記録した。 
② 下層植生調査 

調査区内に、10m×10m コドラートを１個、2m×2m サブコドラート５個を設置し、10ｍ×

10ｍコドラート内では、胸高直径 5 ㎝未満、高さ 2m 以上の木本種（以下、幼木）の胸高直

径、樹高を計測した。また、2ｍ×2m サブコドラート内では、高さ 2m 未満の木本種の樹種と

図-1 モニタリング調査位置図 

混交林誘導伐調査地

アカマツ広葉樹林化調査地

（Ｒ６新規）

陸前高田市
アカマツ 64年生

花巻市（晴山）
アカマツ 55年生

矢巾町（岩清水）
アカマツ 71年生

表-1 モニタリング調査地一覧 

調 査 地 番 号 R6-1 R6-2 R6-3

地 区 名 岩清水 晴山 陸前高田

所 在 地
矢巾町岩清水第４

地割
花巻市東和町東晴

山14区
陸前高田市高田町

大字大隅

樹 種 （ 伐 採 時 ） アカマツ アカマツ アカマツ

林 齢 ( 伐 採 時 ） 71年 55年 64年

位 置 （ 座 標 値 ）
N39°25′20.78″
E141°05′43.08″

N39°22′21.56″
E141°17′50.17″

N39°01′56.75″
E141°38′47.66″

林 小 班 1-90-1 3107-47-2 104-15-1

形 状 山腹平衡斜面 山腹平衡斜面 山腹平衡斜面

標 高 220ｍ 330ｍ 160ｍ

方 位 S35W N20W S30W

傾 斜 25° 20° 5°

令 和 ７ 年 ３ 月 2 7 日 

第６回いわての森林づくり 

県 民 税 事 業 評 価 委 員 会 
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高さを計測し、高さ 2ｍ未満、0.3m 以上の木本種を「稚樹」、高さ 0.3ｍ未満の木本種を「実

生」として記録した（図‐２）。 

また、10ｍ×10ｍコドラート内では、維管束植物を対象として高木層、亜高木層、低木層、

草本層別の高さと被度、それぞれの階層における種別の被度について調査した。 
さらに、光環境の調査として、10ｍ×10ｍコドラート内の四隅及び中央の５地点で光量子束

調査木の区分 

図-2 調査方法の概要と調査木の大きさによる区分 

胸高直径：5㎝未満

樹 高 ：2.0m未満
胸高直径：5㎝以上

樹高：2.0m未満

0.3m以上
樹高0.3m未満 全ての植物種

成木 幼木 稚樹 実生アカマツ 植生

調査区の大きさ 

成木広葉樹

アカマツ

植生

幼木

稚樹 実生光量子計

岩清水地区 

晴山地区 

陸前高田地区 

左：林

内、 
 

図-3 調査区の伐採前の状況 
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密度を計測し、開けた林外に対する相対割合（％）を算出した。 

 

３ 調査結果 

（1）伐採前のアカマツ林の概況 

伐採前のアカマツ林状況を図－３に、階層構造模式図を図－４に示した。 

どの林分でも亜高木層が発達していたが、低木層や草本層の状況が異なっていた。岩清水地区で

は、林床が高さ約 80 ㎝のササで覆われていた。陸前高田地区では、シカによる食痕が比較的多く

みられ、低木層が少なく、草本層には樹高の低いヤマツツジがマット状にみられた。晴山地区で

表‐2 アカマツ林の状況 

※1
収量比数：植栽木間の成長競争により劣勢木が自然に枯死する最も混んだ状態を１とし、それに対し

てどの程度空いているかを 0～1 の範囲で示したもの。上層木の平均樹高と 1ha 当たりの

本数から算出する。一般に収量比数が 0.8 以上で混みすぎ、0.6 以下で空きすぎとされる。 
※2

形状比：形状比＝樹高／胸高直径の式で算出する。形状比が 80 を超えると気象災害に対して危険性

が高くなり、70 以下で安全性が高いとされる。 

調 査 地 番 号 R6-1 R6-2 R6-3

地 区 名 岩清水 晴山 陸前高田

樹 種 （ 伐 採 時 ） アカマツ アカマツ アカマツ

林 齢 ( 伐 採 時 ） 71年 55年 64年

成 立 本 数 /ha 600 540 620

平 均 樹 高 ｍ 16.1 22.3 21.1

上 層 樹 高 ｍ
( 上 位 250 本 /ha ）

19.2 25.1 23.8

平 均 胸 高 直 径 cm 23.2 25.6 32.8

胸高断面積合計㎡/ha 27.5 30.0 54.6

材 積 ㎥ /ha 229.4 340.7 550.1

形 状 比 73 92 66

収 量 比 数 0.73 0.86 0.87

相対光量子束密度％ 1.7 2.6 3.7

図-4 調査区の階層構造図 
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は、亜高木層から草本層まで広葉樹類が多くでみられた。 

林分密度と光環境の測定結果を表－２に示した。 

林齢 55 年～71 年生、林分密度は 540 本～620 本/ha であった。収量比数は 0.73～0.87 と高く、

形状比は 66～92 と、雪害の危険性のある 80 以上の調査区が１地区あった。 

調査区内の光環境は、相対光量子束密度割合が 1.7～3.7％であった。多くの落葉広葉樹の更新

が期待されるとされる 20％、あるいは木本類が生育できるとされる 5％と比較すると、かなり低い

値であった。しかし、林内には、光量子センサーの高さ 1.2ｍ以上で多くの広葉樹の生育がみられ

た。 

 

（2）伐採前のアカマツ以外の植生状況 

アカマツ以外の林分密度を、サイズ区分別に表-３に示した。 

合計本数密度は、223,360 本～382,400 本とかなり多かった。これは低木種が林床に群状に繁茂

していたためで、その割合は、岩清水地区ではハイイヌツゲとヤマツツジで約 40％、晴山地区で

はヤマツツジとレンゲツツジで 25％、陸前高田ではヤマツツジで約 40％であった。 

胸高直径 5 ㎝以上の成木は 1,000 本～1,160 本/ha、地上高 2ｍ以上の幼木でも 800～1,600 本/ha

が生育しており、広葉樹類が比較的豊富に生育していた。 

 

４ 今後の調査 

今回設定した３地区について、伐採後の広葉樹の生育状況を隔年で調査し、経年変化をモニター

していく予定である。 
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表－3 アカマツ以外の生育密度 

調 査 地 番 号 R6-1 R6-2 R6-3
地 区 名 岩清水 晴山 陸前高田
樹 種 （ 伐 採 時 ） アカマツ アカマツ アカマツ
林 齢 ( 伐 採 時 ） 71年 55年 64年
広葉樹成木　種数 7 14 13
広葉樹成木　本数／ha 1,000 1,160 1,000
広葉樹成木　平均樹高　ｍ 9.1 9.5 7.5
幼木　種数 4 9 5
幼木　本数／ha 800 1,400 1,600
幼木　平均樹高　ｍ 2.5 3.7 3.6
稚樹　種数 28 19 34
稚樹　本数／ha 64,000 31,500 17,000
稚樹平均樹高　㎝ 48.6 52.9 49
実生　種数 25 32 30
実生　本数／ha 180,500 187,500 362,000
合計本数／ha 246,300 221,560 381,600



いわて環境の森整備事業（森林環境再生造林）における採択基準等の見直しについて 

【要旨】 

いわて環境の森整備事業（森林環境再生造林）の下刈りにかかる採択基準及び対象森林の調

査方法について、見直しを行うもの。

１ 下刈り採択基準の見直しについて（案） 

(1) 見直しの理由

現行の実施要領では、下刈りの採択基準を１年生から５年生まで※としているが、複数の

事業実施主体から「６年生以上についても対象として欲しい」旨の要望があったことから、

必要性が確認できる場合に限り、これを認める方向で改正を行うもの。

※カラマツについては原則１年生～３年生まで

(2) 見直しの内容

【いわて環境の森整備事業補助実施要領 別表】資料 No.2-2

見直し前 ４ 森林環境再生造林 採択基準

（４）下刈りは、１年生から５年生（ただし、カラマツについては、原則、１

年生から３年生）までとする。

見直し後 ４ 森林環境再生造林 採択基準

（４）下刈りは、１年生から５年生（ただし、カラマツについては、原則、１

年生から３年生）までとする。ただし、必要と認める場合のみ６年生以上（た

だし、カラマツについては、４年生以上）を対象とする。

【いわて環境の森整備事業（森林環境再生造林）補助実施要領の運用】資料 No.2-3

追 加 ７ 補助内容

補助事業者は、要領別表第４（４）に規定する下刈りにおいて、６年生以上

（ただし、カラマツについては４年生以上）の林分で事業を実施しようとす

るときは、局長の承認を得るものとする。

２ 下刈りの現地調査の省略について（案） 

(1) 見直しの理由

現行の運用では、下刈りの整備計画書の提出があったときは、県が現地調査を実施する

こととなっているが、複数の事業実施主体から、「現地調査によって事業着手が遅れる場合

がある」との声が寄せられていることから、下刈りの必要性を写真等で確認できる場合な

どは現地調査を省略できるよう改正を行うもの。

(2) 見直しの内容

【いわて環境の森整備事業（森林環境再生造林）補助実施要領の運用】資料 No.2-3

見直し前 整備計画書の提出

２－２ 局長は、整備計画書の提出があったときは、整備計画書の内容の審査

及び現地調査を行い、計画内容が適正と認められるときは、補助金額を

算定し、様式第３号により整備計画書を農林水産部長（以下「部長」と

いう。」）に提出するものとする。 

なお、要領第４の５により局長が承認した面積により補助事業者から

植栽の整備計画書の提出があったときは、現地調査を省略できるものと

する。 

令 和 ７ 年 ３ 月 2 7 日 
第５回いわての森林づくり 
県民税事業評価委員会 

資料№2-1 
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見直し後 整備計画書の提出

２－２ 局長は、整備計画書の提出があったときは、整備計画書の内容の審査

及び現地調査を行い、計画内容が適正と認められるときは、補助金額を

算定し、様式第３号により整備計画書を農林水産部長（以下「部長」と

いう。」）に提出するものとする。 

なお、要領第４の５により局長が承認した面積により補助事業者から

整備計画書の提出があったときまたはいわて環境の森整備事業（森林環

境再生造林）完了確認調査に合格した同面積により下刈り等の整備計画

書の提出があったときは、現地調査を省略できるものとする。

３ 対象森林の調査等の方法について（案） 

(1) 見直しの理由

現行の運用では、対象森林の調査の手法は、ポケットコンパス等を用いた測量となって

いるが、事業実施主体から、GNSS（衛星測位システム）等による測量の活用も認めてほし

いとの要望があることから、活用を認めることとするもの。

(2) 見直しの内容

【いわて環境の森整備事業（森林環境再生造林）補助実施要領の運用】資料 No.2-3

見直し前 対象森林の調査等

６（２）ア 周囲測量及び樹種界測量

  事業の対象とする森林の区域の外周及び樹種界について、ポケッ

トコンパス等を用いた測量を実施し、面積及び形状を確定する。

なお、整備箇所の境界保全のため、測量起点杭はプラスチック杭

等を用いること。

  ただし、面積及び形状を確定するに当たり、これらの測量と同等

以上の精度を有する過去に行った測量の結果に基づき作成された実

測図を利用できる場合は、周囲測量及び樹種界測量の全部又は一部

を省略することができる。

見直し後 対象森林の調査等

６（２）ア 周囲測量及び樹種界測量

  事業の対象とする森林の区域の外周及び樹種界について、ポケッ

トコンパス等を用いた測量を実施し、面積及び形状を確定する。

なお、整備箇所の境界保全のため、測量起点杭はプラスチック杭

等を用いること。

ただし、面積及び形状を確定するに当たり、これらの測量と同等以

上の精度を有する過去に行った測量の結果に基づき作成された実測

図を利用できる場合は、周囲測量及び樹種界測量の全部又は一部を

省略することができる。

また、測量には、GNSS 測量（地球測位システムを活用した受信機

による測量をいう。）を活用することができる。

2



いわて環境の森整備事業補助実施要領

（目的）

第１ この要領は、いわて環境の森整備事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に定めるい

わて環境の森整備事業（以下「整備事業）という。）の円滑な実施を図るために必要な事項を定

める。

（定義）

第２ この要領において、「公益林」とは、市町村森林整備計画（森林法（昭和26年６月26日法律

第249号）第10条の５に規定する計画をいう。）に定める「生態系保全森林」、「生活環境保全森

林」、「県土水源保全森林」のいずれかに区分される森林をいう。

（事業の内容等）

第３ 整備事業の事業種目、事業対象、事業内容、対象経費、補助事業者及び採択基準は、別表

のとおりとする。

（施工地調書の提出）

第４ 市町村、林業事業体等（森林整備事業請負契約等指名競争入札参加資格者名簿又は岩手県

意欲と能力のある林業経営体に登録されている事業体）、特定非営利活動法人等（以下「補助事

業者」という。）は、整備事業を実施しようとするときは、その整備対象森林について、いわて

環境の森整備事業施工地調書（（様式第１号）。以下「施工地調書」という。）を作成し、事業施

工地を所管する広域振興局長（以下「局長」という。）に提出しなければならない。 

２ 補助事業者（「市町村」を除く。）は、整備事業を実施しようとする森林が公益林となってい

ない場合は、森林所有者との連名により当該森林の所在する市町村長に変更の申入れを書面で

行い、公益林への変更の同意を得るものとし、申入れた書面の写しを施工地調書に添付するも

のとする。 

  なお、市町村が公益林となっていない森林で事業を実施しようとする場合は、公益林への変

更を行うことを確約する書面を施工地調書に添付するものとする。 

３ 局長は、施工地調書の提出があったときは、施工地調書の内容を審査し、農林水産部長（以

下「部長」という。）に意見を付して施工地調書を提出しなければならない。 

４ 部長は、前項の規定による施工地調書の提出があったときは、内容を審査し、事業を実施す

ることが適当と認めるときは、様式第２号により局長に通知するものとする。 

５ 局長は、前項の通知があったときは、様式第３号により補助事業者に対して整備対象森林の

承認を行うものとする。 

資料No.2-2

3



 （県の助成措置） 

第５ 県は、前条で承認された整備対象森林において、毎年度予算の範囲内で整備事業に必要な

経費又は定額について、補助事業者に対して補助金を交付する。 

 （整備事業の適正な執行の確保等） 

第６ 補助事業者は、整備事業の実施について、必要に応じて県の指導、助言及び調査等に応じ

るものとする。 

 （雑則） 

第７ この要領に定めるもののほか、この事業の実施に関して必要な事項については、別に定め

る。 

附 則 

この要領は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成29年10月18日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成30年７月５日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年６月20日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 
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別
 
表
 

事
業
種
目
 

事
業
対
象
及
び
事
業
内
容
 

対
象
経
費
 

補
助
事
業
者
 

採
 
択
 
基
 
準
 

１
 

混
交

林
誘

導
伐
 

(
１
)

事
業
対
象
森
林

県
内
の
公
益
林
（
公
益
林
と
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

る
森
林
を
含
む
）
の
う
ち
、
私
有

林
の
人
工
林
で
あ
っ

て
、
下
記
に
該
当
す
る
森
林
。
 

①
水
源
地
域
等
の
上
流
域
の
森
林

②
野
生

動
植
物
生

育
の

場
と

し
て
重
要
な
森
林

③
自
然
林
に
戻
す
こ
と
に
よ
っ
て
、
景
観
的
な
多
様

性
の
維
持
・
向
上
を
図
る
べ
き
森
林

④
上
記

に
準
ず
る

森
林

(
２
)

協
定
締
結

県
と
森
林
所
有
者
及
び
補
助
事

業
者
は
、
事
業
対
象

森
林

に
つ

い
て

の
伐

採
制

限
等

を
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む
整

備
協

定
を

締
結
す
る
。
 

【
整
備

協
定

の
内

容
】
 

①
協
定

締
結
期
間

中
（
2
0年

）
は
対
象
森
林
で
の
皆

伐
・
開
発
等
に
よ
る
転
用
を
制

限
②

必
要

に
応
じ
、
森

林
体

験
や
学
習
の
場
と
し
て
対

象
森
林
の
使
用
に
協
力

(
３
)

事
業
内
容

協
定
が
締
結
さ
れ
た
森
林
（
協
定
の
締
結
が
見
込
ま

れ
る
森
林
を
含
む
）
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つ
い
て
、
森
林
の
現
況
に
応
じ

て
混
交
林
誘
導
伐
を
実
施
し
、
針

広
混
交
林
へ
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導

・
整
備
す
る
。
 

①
混
交
林
誘

導
伐

植
栽

木
に

つ
い

て
、
本

数
率
で
概
ね
5
0パ

ー
セ
ン

ト
以
上
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間
伐
（
混
交
林
誘
導

伐
）
を
実
施
す
る
も

の
。

 
な
お

、
間
伐

木
に
つ

い
て
は
、
土
留
柵
等
に
活
用

し
、
残
木
は
対
象
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林
の
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内
に
集
積
す
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②
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伐
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デ
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設
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す
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)

混
交
林
誘
導
伐
（
選
木
、
伐
木
、

枝
払
い
、
玉
切
り
、
集
積
）
に
要

す
る
経
費

(
２
)

混
交
林
誘
導
伐
の
実
施
に
よ

り
発
生
す
る
間
伐
材
の
有
効
利

用
（
間
伐
木
の
搬
出
、
集
積
等
に

必
要
な
機
械
等
の
運
搬
）
及
び
間

伐
材
を
木
材
加
工
工
場
等
へ
の

運
搬
に
要
す
る
経
費

(
３
)

事
業
の
実
施
に
必
要
な
歩
道

の
整
備
、
作
業
道
等
の
補
修
に
要

す
る
経
費

(
４

)
事
業
実
施
箇
所
の
保
全
に
必

要
な
土
留
柵
等
の
設
置
に
要
す

る
経
費

(
１
)

市
町
村

(
２

)
林
業
事

業
体

等
（

森
林

整
備

事
業

請
負

契
約

等
指

名
競

争
入

札
参

加
資

格
者

名
簿

に
登

録
さ

れ
て

い
る

事
業

体
。

(
１

)
対

象
樹

種
は
、

人
工
林

で
あ

る
ス
ギ

、
カ

ラ
マ
ツ

、
ア

カ
マ
ツ

等
の
針

葉
樹
と

す
る
。

 
 

た
だ

し
、

ア
カ
マ

ツ
天

然
生

林
に

お
い

て
も

、
地

域
に

お
い
て

保
全
上

重
要

で
、

立
木

の
密

度
が

高
い

森
林
に
つ

い
て
は

、
対
象
と
す
る
も
の
と
す
る
。
 

(
２

)
対

象
齢

級
は
、

原
則
と

し
て

４
か
ら

1
2

齢
級
と
す
る
。

 
 

た
だ

し
、

３
齢
級

及
び

1
3
齢

級
以

上
で

あ
っ

て
も

、
地

域
に
お

い
て
保

全
上
重

要
な

森
林
で

、
立

木
の
密

度
が
高

い
、

本
事

業
の

計
画

に
加

え
る
べ

き
森
林

に
つ
い

て
は

、
対
象

齢
級

と
し
て

取
扱
う

も
の
と

す
る
。
 

(
３

)
１

施
工

地
の
面

積
は
、

０
．

１
ヘ
ク

タ
ー
ル
以
上
と
す
る
。

(
４

)
間

伐
材

有
効
利

用
モ
デ

ル
の

事
業
内

容
の

う
ち
、

間
伐

木
の
運

搬
に
要

す
る
経

費
は

公
共
施

設
で

の
木
質

バ
イ
オ

マ
ス
利

用
な

ど
間
伐

材
利

用
の
波

及
効
果

が
高
い

取
組
に
限
る
。
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事
業
種
目
 

事
業
対
象
及
び
事
業
内
容
 

対
象
経
費
 

補
助
事
業
者
 

採
 
択
 
基
 
準
 

２
 
ナ
ラ
林
健

全
化
 

(
１
)

事
業
対
象
森
林

県
内
の
公
益
林
（
公
益
林
と
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

る
森
林
を
含
む
）
の
う
ち
、
私
有

林
で
あ
っ
て
ナ
ラ
類

を
含
む
広
葉
樹
林
。
 

(
２
)

事
業
内
容

ナ
ラ
類

を
含

む
広

葉
樹

林
を
伐
倒
し
、
ナ
ラ
枯
れ
被

害
を
受
け
な
い
、
若
い
広
葉
樹
林

に
更
新
す
る
。
た
だ

し
、
胸
高
直
径

10
セ
ン
チ
メ
ー
ト

ル
以
下
は
伐
採
の
対

象
と
し
な
い
。
 

①
ナ
ラ
類
を
含
む
広
葉
樹
を
伐
倒
し
、
直
径
10
セ
ン

チ
メ

ー
ト

ル
以

上
の

樹
幹

部
及

び
枝

条
部

を
全

て
林
外
に
搬
出
す
る
。

②
前

年
又

は
当

年
に

ナ
ラ

枯
れ

被
害

が
発

生
し

た
地

点
か

ら
半

径
２

キ
ロ

メ
ー

ト
ル

以
内

の
区

域
か

ら
搬

出
し

た
ナ

ラ
類

を
含

む
広

葉
樹

は
、

春
実

施
（

４
～
６

月
）
で
あ

れ
ば

６
月
2
0
日
、
秋
実

施
（
７

～
３
月
）
で
あ
れ
ば
、
３
月
20
日
ま
で
に
チ
ッ
プ
工

場
等
で
破
砕
処
理
（
破
砕
後
の
木
片
の
厚
さ
1
0
ミ
リ

メ
ー
ト
ル
以
下
）
を
行
う
。

ナ
ラ

類
を

含
む

広
葉

樹
林

の
更

新
（

伐
倒

、
玉

切
り

、
搬

出
、

集
積
）
に
要
す
る
経
費
 

(
１
)

市
町
村

(
２
)

林
業
事
業
体
等

（
森

林
整

備
事

業
請

負
契

約
等

指
名

競
争

入
札

参
加

資
格

者
名

簿
又

は
岩

手
県

意
欲

と
能

力
の

あ
る

林
業

経
営

体
に

登
録

さ
れ

て
い
る
事
業
体
）

(１
)

前
年

又
は

当
年

に
ナ

ラ
枯

れ
被

害
（

ブ
ナ

科
樹

木
萎

凋
病

）
が

発
生

し
た

地
点

か
ら

半
径

30
キ

ロ
メ

ー
ト

ル
以

内
の

区
域

に
あ
る
ナ
ラ
類
を
含
む
広
葉
樹

(２
)

対
象
齢
級
は
６
齢
級
以
上
と
す
る
。

(３
)

１
施
工
地
の
面
積
は
、
０
．
１
ヘ
ク
タ
ー

ル
以
上
と
す
る
。

３
 

ア
カ

マ
ツ

林
広

葉
樹

林
化

(
１
)

事
業
対
象
森
林

県
内
の
公
益
林
（
公
益
林
と
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

る
森
林
を
含
む
）
の
う
ち
私
有
林
で
あ
っ
て
、
伐
採
後

に
広
葉
樹
林
へ
の
更
新
が
見
込
ま
れ
る
ア
カ
マ
ツ
林
。
 

(
２
)

事
業
内
容

広
葉
樹
林
へ
更
新
す
る
た
め
、
ア
カ
マ
ツ
の
枯
損
木

や
生
立
木
等
を
伐
倒
す
る

。
 

ア
カ

マ
ツ

枯
損

木
等

の
伐

採
（

伐
倒

、
枝

払
い

、
玉

切
り

、
集

積
）
に
要
す
る
経
費
 

(
１
)

市
町
村

(
２
)

林
業
事
業
体
等

（
森

林
整

備
事

業
請

負
契

約
等

指
名

競
争

入
札

参
加

資
格

者
名

簿
又

は
岩

手
県

意
欲

と
能

力
の

あ
る

林
業

経
営

体
に

登
録

さ
れ

て
い

る
事

業
体

の
う
ち
、
岩
手
県

松
く

い
虫

防
除

技
術

専
門

員
が

所
属
す
る
者
）

(
１

)
松

く
い

虫
被
害

防
除
監

視
帯

（
平
成

2
2

年
２

月
1
2
日

森
整

第
8
6
0
号

知
事

通
知

に
定

め
る
区

域
）

及
び
松

く
い
虫

被
害
が

発
生
し
て
い
る
地
域
。

た
だ
し
、
標
高
お
お
む
ね
5
0
0メ

ー
ト
ル

以
上
は
除
く
も
の
と
す
る
。
 

(
２
)

対
象
齢
級
は
、
原
則
と
し
て
４
か
ら
12
齢

級
と
す
る
。

た
だ
し
、
３
齢
級
及
び
13
齢
級
以
上
で
あ

っ
て
も
、
地
域
に
お
い
て
保
全
上
重
要
な
森

林
で
、
本
事
業
の
計
画
に
加
え
る
べ
き
森
林

に
つ
い
て
は
、
対
象
齢
級
と
し
て
取
扱
う
も

の
と
す
る
。
 

(３
)

１
施
工
地
の
面
積
は
、
０
．
１
ヘ
ク
タ
ー

ル
以
上
と
す
る
。
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事
業
種
目
 

事
業
対
象
及
び
事
業
内
容
 

対
象
経
費
 

補
助
事
業
者
 

採
 
択
 
基
 
準
 

４
 

森
林

環
境

再
生

造
林

 

(
１
)

事
業
対
象
森
林

県
内
の
公
益
林
（
公
益
林
と
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

る
森
林
を
含
む
）
の
う
ち
、
私
有

林
で
あ
っ
て
、
下
記

に
該
当
す
る
森
林
。
 

①
現
状
が
未
立
木
地
等

で
あ

り
、
植
栽
に
よ
ら
な
け

れ
ば
遷
移
が
進
む
見
込
み
が
な
い
森
林
。

②
前
生

樹
が
針
葉

樹
の

伐
採

跡
地
で
、
針
葉
樹
及
び

広
葉

樹
の

稚
樹

の
侵

入
が

乏
し

く
、

植
栽

に
よ

ら
な
け
れ
ば
早
期
の
更
新
が
困
難
な
森
林
。

(
２
)

事
業
内
容

事
業
対
象
森
林
に
お
い
て
、
植

栽
等
を
実
施
し
、
早

期
に
森
林
環
境
を
再
生
す
る
。
 

①
植
栽

地
拵
え
及
び
植
栽
を
実
施

②
鳥
獣
害
防
止
施
設
等
整
備

植
栽

木
を

保
全

す
る

た
め

鳥
獣

害
防

止
施

設
等

の
整
備
を
実
施
 

③
下
刈
り

植
栽
木
を
生
育
さ
せ
る
た
め

下
刈
り
（
雑
草
木
の

除
去
）
を
実
施
 

(
１
)

植
栽
（
地
拵
え
、
苗
木
代
、

苗
木
運
搬
、
植
付
）
に
要
す
る

経
費

(
２

)
鳥

獣
害

防
止

施
設

等
整

備
（

シ
カ

食
害

防
止

ネ
ッ

ト
柵

又
は

シ
カ

食
害

防
止

チ
ュ

ー
ブ

の
設

置
及

び
忌

避
剤

の
散

布
）
に
要
す
る
経
費

(
３
)

下
刈
り
（
雑
草
木
の
除
去
）

に
要
す
る
経
費

(
１
)

市
町
村

(
２
)

林
業
事
業
体
等

（
森

林
整
備
事
業

請
負

契
約
等
指

名
競
争

入
札
参
加

資
格
者

名
簿
又
は

岩
手
県

意
欲
と
能

力
の
あ

る
林
業
経

営
体
に

登
録
さ
れ

て
い
る
事
業
体
）

(
３

)
特
定
非
営
利
活

動
法

人
、
各
種

団
体
（

非
営
利
団

体
で
規

約
等
の
定

め
が
あ

り
、
総
会

が
開
催

さ
れ
る
団

体
に
限

る
。
）
及

び
県
内

に
事
務
所

又
は
事

業
所
を
有

す
る
法
人

(
１
)

１
施
工
地
の
面
積
は
、
０
．
１
ヘ
ク
タ

ー
ル
以
上
と
す
る
。

(
２
)

植
栽
す
る
樹
種
は
、
花
粉
の
少
な
い
森

林
へ

の
転

換
を

促
進

す
る

次
の

も
の

と
す
る
。

①
ス
ギ
（
た
だ
し
、
花
粉
症
対
策
品
種

に
限
る
。
）

②
カ
ラ
マ
ツ

③
ア
カ
マ
ツ
（
た
だ
し
、
松
く
い
虫
抵

抗
性
品
種
に
限
る
。
）

④
広
葉
樹
（
高
木
性
の
樹
種
に
限
る
。
） 

(
３
)

植
栽
本
数
は
、
原
則
、
低
密
度
植
栽
と

し
、
各
樹
種
の
１
ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り
の

本
数
を
次
の
と
お
り
と
す
る
。

①
ス
ギ
 
1
,
0
00
本
～
2
,
4
0
0本

②
カ
ラ
マ
ツ
1
,0
0
0本

～
2
,
0
00
本

③
ア
カ
マ
ツ
1
,0
0
0本

～
3
,
2
00
本

④
広
葉
樹
1
,
0
00
本
～
2
,
0
0
0本

(
４
)

下
刈
り
は
、
１
年
生
か
ら
５
年
生
（
た

だ
し
、
カ
ラ
マ
ツ
に
つ
い
て
は
、
原
則
、

１
年
生
か
ら
３
年
生
）
ま
で
と
す
る
。
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事
業
種
目
 

事
業
対
象
及
び
事
業
内
容
 

対
象
経
費
 

補
助
事
業
者
 

採
 
択
 
基
 
準
 

５
 
被
害
森
林

再
生
 

(
１
)
 
事
業
対
象
森
林
 

 
 
 
県
内
の
公
益
林
（
公
益
林
と
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ

る
森
林
を
含
む
）
の
う
ち
私
有
林

で
あ
っ
て
、
気
象
災

害
が
発
生
し
た
森
林
。
 

 (
２
)
 
事
業
内
容
 

 
 
 
森

林
の

更
新

を
促

す
た

め
、
被
害
木
（
幹
折
れ
、
根

返
り
、
傾
斜
）
を
除
去
す
る
。
 

 

(
１

)
 

被
害

木
の

伐
倒

処
理

（
伐

倒
、
枝
払
い
、
玉
切
り
、
集
積
）

に
要
す
る
経
費
 

 
(
２
)
 

事
業

の
実

施
に

必
要

な
作

業
道
の
補

修
（
補
修
に
必
要
な

機
械
の
運
搬
）
に
要
す
る
経
費
 

  

(
１
)
 
市
町
村
 

 (
２

)
 

林
業

事
業
体
等

（
森

林
整
備
事

業
請
負

契
約
等
指

名
競
争

入
札
参
加

資
格
者

名
簿
又
は

岩
手
県

意
欲
と
能

力
の
あ

る
林
業
経

営
体
に

登
録
さ
れ

て
い
る
事
業
体
）
 

(
１
)
 
１
施
工
地
の
面
積
は
、
０
．
１
ヘ
ク
タ

ー
ル
以
上
と
す
る
。
 

 

６
 
枯
死
木
除

去
 

(
１
)
 
事
業
対
象
森
林
 

 
 

 
県

内
の

森
林

法
第

５
条

に
定

め
る

森
林

の
う

ち
私

有
林
。
 

 (
２
)
 
事
業
内
容
 

 
 

 
倒

木
の

お
そ

れ
の

あ
る

枯
死

木
を

伐
倒

処
理

し
人

身
被
害
や
施
設
損
壊
の
二
次
的
被
害
を
防
止
す
る
。
 

 

 
枯

死
木

及
び

伐
倒

処
理

に
支

障
の

あ
る

生
立

木
の

除
去

（
伐

倒
、

枝
払
い
、
玉
切
り
、
集
積
、
運
搬
、

薬
剤
処
理
）
に
要
す
る
経
費
 

 

(
１
)
 
市
町
村
 

 (
２

)
 

林
業
事
業
体
等

（
森

林
整
備
事

業
請
負

契
約
等
指

名
競
争

入
札
参
加

資
格
者

名
簿
又
は

岩
手
県

意
欲
と
能

力
の
あ

る
林
業
経

営
体
に

登
録
さ
れ

て
い
る
事
業
体
）
 

（
１
）
松
く
い
虫
又
は
ナ
ラ
枯
れ
被
害
に
よ
る

枯
死
経
過
木
（
マ
ツ
ノ
マ
ダ
ラ
カ
ミ
キ
リ

又
は

カ
シ

ノ
ナ

ガ
キ

ク
イ

ム
シ

が
羽

化
脱
出
し
た
後
の
枯
死
木
）
で
あ
る
こ
と
。
 

 （
２
）
公
共
施
設
、
道
路
又
は
住
宅
等
の
周
辺

で
、
人
身
被
害
や
施
設
損
壊
の
可
能
性
が

高
い
も
の
。
 

 
 
 
た
だ
し
、
森
林
所
有
者
が
住
宅
等
の
所

有
者
と
同
一
で
あ
る
場
合
に
つ
い
て
は
、

除
く
も
の
と
す
る
。
 

７
 
森
林
作
業

道
整
備
 

(
１
)
 
事
業
対
象
 

 
 
 
「
１
 
混
交

林
誘

導
伐
」
、
「
３
 ア

カ
マ
ツ
林
広
葉

樹
林
化
」
、
「
４
 
森
林
環
境
再
生
造
林
」
（
植
栽
に

限
る
）
の
い

ず
れ

か
の

事
業

と
一
体
的
に
整
備
す
る
森

林
作
業
道
 

  (
２
)
 
事
業
内
容
 

 
 

 
混

交
林

誘
導

伐
等

の
森

林
整

備
を

効
率

的
に

実
施

す
る
た
め
に
必

要
な
森
林
作
業
道
を
整
備
す
る
。
 

   

 
「
１
 
混
交
林
誘
導
伐
」
、
「
３
 

ア
カ
マ
ツ
林
広
葉
樹
林
化
」
、
「
４
 

森
林

環
境

再
生

造
林

」
（

植
栽

に
限

る
）

の
い

ず
れ

か
の

事
業

と
一

体
的

に
実

施
す

る
森

林
作

業
道

の
開
設
及
び
改
良
に
要
す
る
経
費
 

 
 
一
体
的
に
実
施
す
る

事
業
に
同
じ
 

(
１
)
 
「
１
 
混
交
林
誘
導
伐
」
、
「
３
 
ア
カ

マ
ツ

林
広

葉
樹

林
化

」
、

「
４

 
森

林
環

境
再
生
造
林
」
（
植
栽
に
限
る
）
の
い
ず

れ
か

の
事

業
と

一
体

的
に

実
施

す
る

こ
と
。
 

 (
２
)
 
森
林
作
業
道
の
規
格
は
、
岩
手
県
森
林

作
業
道
作
設
指
針
に
適
合
し
、
別
に
定
め

る
基
準
の
要
件
を
満
た
す
こ
と
。
 

 (
３
)
 
整
備
す
る
森
林
作
業
道
に
つ
い
て
、
作

業
道
整
備
に
係
る
事
業
費
は
、
関
連
森
林

整
備
の
事
業
費
を
超
え
な
い
こ
と
。
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いわて環境の森整備事業（森林環境再生造林）補助実施要領の運用について 

（目的） 

第１ この運用通知は、いわて環境の森整備事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）の別表

第１のうち「森林環境再生造林」に係るいわて環境の森整備事業（以下「整備事業」という。）

の事務処理及び実施に当たっての留意事項（以下「事務処理等」という。）に関し、必要な事項

を定める。 

２ 整備事業の事務処理等については、要綱及びいわて環境の森整備事業補助実施要領（以下「要

領」という。）によるほか、この運用通知によるものとする。 

（整備計画書の提出） 

第２ 補助事業者は、要領に定める承認された整備対象森林において整備事業を実施する場合、

いわて環境の森整備事業整備計画書（様式第２号。以下「整備計画書」という。）を作成し、様

式第１号により事業施行地を所管する広域振興局長（以下「局長」という。）に提出しなければ

ならない。 

 なお、森林環境再生造林と森林作業道整備の実施時期が異なる場合、整備計画書は、それぞ

れの実施ごとに区分して提出できるものとする。 

２ 局長は、整備計画書の提出があったときは、整備計画書の内容の審査及び現地調査を行い、

計画内容が適正と認められるときは、補助金額を算定し、様式第３号により整備計画書を農林

水産部長（以下「部長」という。」）に提出するものとする。 

なお、要領第４の５により局長が承認した面積により補助事業者から植栽の整備計画書の提

出があったときは、現地調査を省略できるものとする。 

３ 部長は、局長から前項により整備計画書の提出があったときは、局長に必要な予算を令達す

るものとする。 

４ 局長は、前項の令達を受けたときは、様式第４号により補助事業者に内示するものとする。 

（補助金の交付事務） 

第３ 補助金の交付事務は、次により行うものとする。 

(１) 交付の申請

ア 補助事業者は、第２第４項の内示があったときは、速やかに要綱第７の定めるところ

により、補助金交付申請書に関係書類を添えて局長に提出するものとする。 

イ 関係書類は、要綱第７に定めるもののほか、整備計画書１部（別に、電子データとし

て作成したものにあっては電子媒体一式）とする。 

ウ 局長は、交付の申請内容の審査のため特に必要な場合は、補助事業者に対して必要な

書類の提出を求めることができるものとする。 

エ 申請に係る事業量は、面積にあっては単位をヘクタールとし、小数点以下３位を切り

捨てるものとする。延長にあっては単位をメートルとし、小数点以下１位を切り捨てる

ものとする。 

資料No.2-3
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オ 申請に係る整備面積は、次のとおりとする。

第６(２)アに定める周囲測量の結果に基づくものとする。ただし、これと同等以上の精

度を有する過去に行った測量の結果を利用する場合にあっては、当該測量の結果に基づ

くことができるものとする。 

 なお、要領第４の５により局長が承認した面積により申請した場合は、周囲測量の実

施後、速やかに整備計画書の変更を行うものとする。 

(２) 交付の決定

局長は、補助金交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金を交付す

べきものと認めたときは、補助事業者に対し補助金交付決定を行うものとする。 

(３) 実績報告及び請求

ア 補助事業者は、事業が完了したときは、要綱第７に定める実績報告書（要綱様式第２、

６、７号）及びいわて環境の森整備事業整備実績書（様式第５号。以下「整備実績書」

という。）にいわて環境の森整備事業補助金請求書（様式第６号）を添えて（別に、電子

データとして作成したものにあっては電子媒体一式）局長に提出するものとする。 

イ 局長は、事業実績及び関係法令の適合状況等の確認のため特に必要な場合は、補助事

業者に対して関係書類の提出を求めることができるものとする。 

(４) 完了確認調査

局長は、前号の実績報告書の提出を受けたときは、別に定める完了確認調査等要領に基

づき、完了確認調査を行うものとする。 

(５) 交付

局長は、前号により事業が完了したと認められたときは、速やかに補助金を交付するも

のとする。 

(６) 完了報告

局長は、要綱等に基づき補助金を交付したときは、いわて環境の森整備事業完了報告書

（様式第７号）に整備実績書（別に、電子データとして作成したものにあっては電子媒体

一式）を添付し部長に報告するものとする。 

（整備計画書の変更） 

第４ 補助事業者は、要綱第４（１）及び第４（２）に規定する変更を伴う場合は、いわて環境

の森整備事業変更整備計画書（様式第２号。以下「変更整備計画書」という。）を作成し、様式

第８号により局長に提出しなければならない。 

２ 局長は、変更整備計画書の提出があったときは、変更整備計画書の内容の審査及び現地調査

を行い、計画内容が適正と認められるときは、補助金額を算定し、様式第９号により変更整備

計画書を部長に提出するものとする。 

３ 部長は、前項の変更整備計画書の提出があったときは、予算の範囲内で局長に必要な予算を

令達するものとする。 

４ 局長は、様式第 10号により補助事業者に変更の内示額を通知するものとする。 

（交付決定の変更） 
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第５ 補助金交付決定の内容に変更がある場合、次により行うものとする。 

 (１) 変更の承認申請 

  ア 補助事業者は、第４第４項の通知があった場合は、要綱第４及び第７に定めるところに

より、変更承認申請書に関係書類を添えて局長に提出し、あらかじめ局長の承認を受けな

ければならない。 

  イ 関係書類は、要綱第７に定めるもののほか、変更整備計画書を提出するものとする。 

  ウ 局長は、変更の承認申請の内容の審査のため特に必要な場合は、補助事業者に対して関

係書類の提出を求めることができるものとする。 

 (２) 変更の承認 

    局長は、補助金の変更承認申請書の提出があったときは、その内容を審査し、変更を承

認するときは、補助事業者に対し承認の通知及び補助金の変更交付決定を行うものとする。 

 

（対象森林の調査等） 

第６ 補助事業者は、事業の実施に当たって次のとおり対象森林の調査等を行うものとする。 

 (１) 対象森林の調査 

    整備対象森林に係る森林所有者を特定及び把握し、当該整備等に係る交渉を行い、権利

者の同意のうえで森林の調査等を実施するものとする。 

 (２) 森林の調査の手法は次のとおりとする。 

   ア 周囲測量及び樹種界測量 

     事業の対象とする森林の区域の外周及び樹種界について、ポケットコンパス等を用い

た測量を実施し、面積及び形状を確定する。 

     なお、整備箇所の境界保全のため、測量起点杭はプラスチック杭等を用いること。 

     ただし、面積及び形状を確定するに当たり、これらの測量と同等以上の精度を有する

過去に行った測量の結果に基づき作成された実測図を利用できる場合は、周囲測量及び

樹種界測量の全部又は一部を省略することができる。 

   イ 森林概況調査 

     対象森林の全域の概況について、現地踏査等により林況、植生、荒廃状況等、整備計

画書の作成に必要な調査を行う。 

 (３) 整備計画書の作成 

    補助事業者は、前号の森林の調査の結果を踏まえたうえで、整備計画書を作成または変

更するものとする。 

 (４) 森林所有者への説明 

    補助事業者は、補助金交付決定の条件及び整備計画書の内容を森林所有者に説明し、同

意を得るものとする。 

 

 （補助金額の算出等） 

第７ 局長は、補助金の交付の決定に当たって、補助金額を算定するものとする。 

 (１) 補助金額の算出 

    補助金額は、事業費（実行経費）と県が別に定める標準単価により算出した標準経費の
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いずれか低い額に要綱第別表第１の補助率の欄に定める補助率を乗じて求めるものとする。 

(２) 事業費（実行経費）

事業費（実行経費）は次号に掲げる補助対象経費であって、実際に補助事業者が負担す

る額から消費税仕入控除税額を減じた額とする。 

(３) 補助対象経費

補助対象経費は、要綱別表１の経費の欄に定める作業に係るものであって、次に掲げる

ものとする。 

ア 資材費

事業の実行に必要な苗木、肥料、燃料、消耗品等の購入費及びこれらの運賃等の経費

イ 労務費

事業の実行に直接必要な作業に係る労務賃金

ウ 機械経費

事業の実行に必要な機械の使用に要する経費（機材費、労務費を除く）

エ 運搬費

事業の実行に必要な機械器具、車両等の運搬及び現場内における移動に要する経費又

は苗木の運搬に要する経費 

オ 準備費

事業の実行に必要な準備及び後片付けに要する経費、丁張等に要する経費、伐開・除

根・除草等に要する経費 

カ 安全費

事業の実行に必要な交通管理等に要する経費、安全施設等に要する経費、安全衛生管

理等に要する経費、安全対策等に要する経費 

キ 役務費

土地の借上げ等に要する費用、電力、用水等の基本料金、そのほか施業上必要な役務

等に要する経費 

ク 営繕費

現場事務所等の営繕に要する経費、労働者宿舎の営繕に要する経費、倉庫及び材料保

管場の営繕に要する経費、監督官事務所、監督官宿舎の営繕に要する経費、火薬庫、火

工品庫の営繕に要する経費、労務者の輸送に要する経費、工事監督に必要な車両及び舟

艇に要する経費、前記に係る土地、建物の借上げに要する経費、そのほか施業上必要な

営繕等に要する経費 

ケ 測量設計費

事業の実行に必要な測量及び設計に要する経費

コ 現場監督費

労務管理に要する経費、安全訓練等に要する経費、租税公課、保険料、従業員給料手

当、退職金、福利厚生費、事務用品費、通信交通費 

サ 社会保険料等

現場従業員及び現場労働者に係る労災保険料、雇用保険料、健康保険料及び厚生年金

保険料のうち法定の事業主負担分（労災保険の特別加入制度に係る保険料を含む。）並び

12



に退職金共済制度（林業退職金共済制度、建設業退職金共済制度、中小企業退職金共済

制度）の掛金 

 (４) 標準経費 

    標準経費は、該当する標準単価に事業量を乗じて算出した額を合計し、千円未満を切り

捨てて算出した額とする。 

 (５) 標準単価 

    標準単価は、県が別に定める。 

 

（整備計画書） 

第８ 第２に定める整備計画書は、次により作成するものとする。 

 (１) 作成 

   ア 同一の整備計画書において計画する森林の範囲は、原則として同一の小流域内に所在

し又は一連の団地となっている範囲とする。 

   イ 補助事業者は、整備計画書の作成に当たって、事前に広域振興局の林務担当部から技

術的な指導を受けることができるものとする。 

 (２) 内容 

  ア 整備計画書は、対象森林に係る事業目的達成のための整備の手法について、具体的に

記載するものとする。 

   イ 森林作業道を整備する場合は、位置図、平面図等の図面及び実施設計書等の関係書類

を添付するものとする。 

 (３) 作成者 

   整備計画書は、補助事業者及び森林所有者が協力して作成するものとする。 

 (４) 整備計画書の変更 

   ア 要綱第７に該当する場合であって、整備内容、森林現況等の内容の変更を伴う場合は、

変更整備計画書を作成し、変更の承認に係る書類として要綱第７に定める事業変更計画

書に添付するものとする。 

   イ (１)から(３)までの規定は、変更整備計画書について準用する。 

 

（整備実績書） 

第９ 第３(３)に定める整備実績書は、次により作成するものとする。 

 (１) 作成 

    整備実績書において記載する森林の範囲は、整備計画書（第５(２)の変更承認があった

場合は変更整備計画書）と同一とする。 

 (２) 内容 

   ア 整備実績書は、整備計画書に基づき実施した作業種ごとの整備内容について記載する

ものとし、実績図及び整備結果状況写真を添付するものとする。 

   イ 森林作業道を整備した場合は、位置図、平面図等の図面及び出来高設計書等の関係書

類を添付するものとする。 

 (３) 作成者 
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整備実績書は、補助事業者及び森林所有者が協力して作成するものとする。 

（整備後の適正管理） 

第 10 森林所有者は、補助金交付決定の条件に基づき補助事業者の協力のもとに整備後の森林を

適正に管理するものとする。 

２ 補助事業者は、森林作業道の開設又は改良を実施する場合は、事前に当該森林作業道の管理

の権限を有する者を書面で決定するものとする 

３ 前項の森林作業道の管理の権限を有する者は、当該森林作業道の維持管理に努めるものとす

る。 

（台帳の作成） 

第 11 部長は、完了年度ごとに台帳（様式第 11号）を作成し保管するものとする。 

（雑則） 

第 12 この要領に定めるもののほか、この事業の実施に関して必要な事項については、別に定め

る。 

附 則 

この要領は、平成 28年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 31年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年６月 20 日から施行する。 
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R6 R7 R7

1 1 11 198,429 262,000 80

2 2 9 90

3 3 9

4 4 12 1,000,000 1,000,000

18 986,147 811,238

6 6 4 679,980 1,000,000 74

7 7 8 999,448 999,404 310

8 8 16 683,934 688,228 190

9 1 10 997,076

10 2 17 1,000,000 1,000,000

11 3 - 963,870 120

12 1 - 869,610

13 2 3 266

14 3 14 700,000 2,370

4 489,980

16 4 1,000,000 1,000,000

17 6 3 349,920 231,140

18 7 1 989,009

19 8 12 472,600 80

20 9 - 40

21 10 13 90

22 11 19 242,060 240,000 120

23 12 2 647,249

24 13 1 289,480 363,330 160

14 12 800,432 400

26 4 141,940

27 16 12 239,399 183,020 263

14,279,788 16,932,642 12,288
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